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富山市の財務諸表（平成 26 年度決算）について 

１．はじめに 

本市では、平成１２年度決算から平成１８年度決算までは、国の「地方公共

団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が示した作成要領に基づき、主

に決算統計の数値を使って財務諸表を作成してきました。しかし、平成１８年

６月に成立した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律｣により、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制

度の整備」が求められました。 

本市では、「基準モデル」と「総務省改訂モデル」の２つのモデルのうち、   

「基準モデル」の方が、資産を時価で評価するなど、より正確な財務状況を把

握できることから、平成１９年度決算からはバランスシートをはじめ、全ての

財務諸表を「基準モデル」に従い作成しております。 

【基準モデル及び総務省改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル 

  民間企業会計の考え方を取り入れ、自治体が保有するすべての資産を公

正価値（時価）で評価する。 

（２）総務省改訂モデル 

  既存の決算統計を活用し、資産については、過去の建設事業費の積上げ

から簡易的に価値を算定する。 

【４つの財務諸表】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すもの。 

（２）行政コスト計算書 

当該年度における行政活動に伴うコスト、その財源となる使用料・手数

料等の収入を示すもの。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産と、その内部構成の変動を示すもの。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すもの。 
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２．対象となる会計の範囲、作成基準、会計基準の見直しなど  

公表した４つの財務諸表は、一般会計、特別会計、企業会計をあわせた「単

体ベース」と、これに本市が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２

種類を作成しています。 

【連結ベース】 

【単体ベース】  (株)富山市民プラザ 

   (公財)富山市民文化事業団 

一般会計 水道事業会計 富山市土地開発公社 

公債管理特別会計 工業用水道事業会計 (社福)富山市社会福祉協議会 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 公共下水道事業会計 (社福)富山市社会福祉事業団 

牛岳温泉健康センター事業特別会計 病院事業会計 (公社)富山市シルバー人材センター 

軌道整備事業特別会計 公設地方卸売市場事業特別会計 (公財)富山市生活環境サービス 

賃貸住宅・店舗事業特別会計 白樺ハイツ事業特別会計 (一財)富山勤労総合福祉センター 

 牛岳温泉スキー場事業特別会計 (公財)富山市勤労者福祉サービスセンター 

 企業団地造成事業特別会計 (一財)富山市ガラス工芸センター 

 農業集落排水事業特別会計 (一財)岩瀬カナル会館 

 駐車場事業特別会計 富山大手町コンベンション(株) 

 競輪事業特別会計 (一財)富山観光物産センター 

 国民健康保険事業特別会計 (株)まちづくりとやま 

 介護保険事業特別会計 (公財)富山市ファミリーパーク公社 

 後期高齢者医療事業特別会計 (公財)富山市学校給食会 

 農業共済事業特別会計  (公財)富山市体育協会 

  (一財)富山市大沢野健康文化推進財団 

    (株)八尾サービス 

  (一財)富山市婦中公園緑地管理公社 

  (株)ほそいり 

  大山観光開発(株) 

  富山ライトレール(株) 

※国が示す作成要領では、一部事務組合についても連結ベースの対象となっています

が、本市が加入している一部事務組合では、現在のところバランスシート等を作成

していないため、今回の財務諸表には含めておりません。 

作成基準日･･･平成２７年３月３１日 

・一般会計及び特別会計の出納整理期間（平成２７年４月１日から５月３１日まで）

の入出金については、作成基準日までに出入金が終了したものとして処理していま

す。 

・企業会計及び関係団体の未収・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期

間に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理していま

す。 
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◎地方公営企業会計基準の見直し 

 地方公営企業会計制度の改正に伴い、水道・工業用水道・下水道・病院事業の会計基準

が見直しとなったことで、次のような変更点がありました。 

○補助金等により取得した固定資産の取り扱い変更 

 純資産に計上していた建設改良の補助金等（資本剰余金）を長期前受金として固定負債

に計上することになったため、純資産が減少し、負債が増加しました。 

○みなし償却制度の廃止 

 これまで行っていなかった補助金等に相当する部分の減価償却費を計上すること（みな

し償却制度の廃止）で、資産と純資産が減少しました。 

○退職給付引当金及び賞与引当金の計上義務化 

 また、退職給付引当金及び賞与引当金の計上が義務化されたことに伴い、不足分を一括

計上した結果、負債が増加しました。 

貸借対照表（バランスシート）比較図 

資本剰余金

純資産(資本)

純資産(資本)

負債

Ｈ２５ Ｈ２６

資産

負債

みなし償却廃止に伴う資産及び純資産の減　

資産

長期前受金
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３．４つの財務諸表 

（１）平成２６年度貸借対照表（バランスシート） 

（ア）趣旨 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資

産や負債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の

投入等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を

把握することができます。 

（単位：百万円）

単体 連結 単体 連結

１．金融資産 60,713 60,705 １．流動負債 45,081 55,291

（１）資金 14,952 18,043 （１）未払金 3,995 5,118

（２）債権 15,643 13,614 （２）賞与引当金 1,824 1,880

　　① 未収金 10,402 10,901 （３）翌年度償還予定 38,431 38,431

　　② 貸付金 2,868 2,868 　　　地方債

　　③ その他 2,373 -155 （４）短期借入金 0 8,773

（３）有価証券 0 110 （５）その他 831 1,089

（４）投資等 30,118 28,938

　　① 出資金 7,715 4,966

　　② 基金・積立金 20,637 22,911 ２．非流動負債 560,949 563,016

　　③ その他 1,766 1,061 （１）地方債 409,771 409,771

（２）借入金 0 696

２．非金融資産 1,002,083 1,021,279 （３）退職給付引当金 26,745 28,016

（１）事業用資産 336,236 355,432 （４）その他 124,433 124,533

　　① 土地 100,503 102,431

　　② 建物 206,153 214,757

　　③ その他 29,580 38,244

（２）インフラ資産 665,847 665,847 　負債合計 606,030 618,307

　　① 用地 160,744 160,744

　　② 施設 450,124 450,124

　　③ その他 54,979 54,979

　資産合計 1,062,796 1,081,984 　負債及び純資産合計 1,062,796 1,081,984

　資産の部 　負債の部

　純資産の部

　純資産合計 456,766 463,677

（イ）バランスシートからわかること（上段は単体で、下段のカッコ内は連結） 

［総額］        （単位：億円）   ［市民１人あたり］  （単位：万円） 

資 産 

１兆６２８ 

(１兆８２０) 

負 債 

６，０６０ 

(６，１８３) 
資 産 

２５４ 

（２５８） 

負 債 

１４５ 

（１４８） 

純資産 

４，５６８ 

(４，６３７) 

 純資産 

１０９ 

（１１０） 

平成２７年３月３１日現在の人口は４１８，９７９人 
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① 資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供する

ために使用されるものです。 

本市の総資産は、単体で１兆６２８億円、連結で１兆８２０億円となっており、

市民１人あたりそれぞれ、２５４万円、２５８万円となっています。 

全体の多くを占めているのが非金融資産で、内訳は、学校、文化施設などの事業

用資産が、単体で３，３６２億円、連結で３，５５４億円です。 

道路や橋りょうなどのインフラ資産が、単体、連結ともに６,６５８億円となって

います。 

② 負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり、将来の世代が負担すること

になる非流動負債と、一年以内のうちに支払期限が到来する流動負債に区分されま

す。 

本市の負債は、単体で６，０６０億円、連結では６，１８３億円となっており、

資産全体に占める割合ではそれぞれ、５７．０％、５７．１％となっており、市民

１人あたりではそれぞれ、１４５万円、１４８万円となっています。 

また、負債総額のうち、単体の地方債残高（非流動負債の地方債＋流動負債の翌

年度償還予定地方債）は４，４８２億円で、このうち交付税で措置される額が２，

２００億円あることから、実質的な地方債残高は２，２８２億円となっています。 

③ 純資産について（①－②） 

過去の世代や国・県が負担した、将来返済しなくてもよい財産である純資産は、

単体で４，５６８億円、連結で４，６３７億円となっており、市民１人あたりでは

それぞれ、１０９万円、１１０万円となっています。 

（ウ）経年比較 

① 資産 

平成 2６年度 平成 2５年度 増減

単体 1兆６２８億円 1兆１,１３８億円 ５１０億円減

連結 1兆８２０億円 1兆１,３３６億円 ５１６億円減

単体では、公営企業会計基準の見直しに伴う「みなし償却」廃止によるインフラ

資産の減（▲４３５億円）や事業用資産における減価償却による減少（▲３８億円）

などにより、単体で５１０億円の減、連結で５１６億円の減となっています。 

② 負債 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ６，０６０億円 ４，９１２億円 １，１４８億円増

連結 ６，１８３億円 ５，０４３億円 １，１４０億円増

単体では、増要因として公営企業会計基準の見直しにより純資産から負債への振

替による増（１，２０２億円）、退職給付引当金及び賞与引当金の一括計上による増

（４４億円）、減要因として下水道事業会計の事業の進捗等による地方債残高の減

（▲６０億円）などにより、合計１，１４８億円の増となっています。 

連結では、単体の要因に加え、土地開発公社の借入金の減（▲９億円）などがあ

り、１，１４０億円の増となっています。
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（２）平成２６年度行政コスト計算書 

（ア）趣旨 

地方公共団体の行政活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施

設の整備などのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サー

ビスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコ

ストと、それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政

活動の内容を把握することができます。 

その意味で、現役世代に対する行政コストの明細書ということができます。 

経常費用（行政コスト）の区分 

１ 経常業務費用  

（１）人件費 職員給与や議員報酬、退職給付費用など。 

（２）物件費 備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴

う減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。 

（３）経費等 業務等委託費や地方債償還の利子、災害復旧事業費など。 

２ 移転支出 補助金や社会保障費経費（生活保護費等の扶助費）など 

経常収益 

使用料や手数料、諸収入の一部（住民票の発行手数料や上下水道使用料なども含む） 

（単位：百万円）

単体 連結

232,136 239,862

１．経常業務費用 107,885 118,066

（１）人件費 33,832 37,610

　　① 職員給料（給料、職員手当） 21,837 24,166

　　② 退職給付費用 665 758

　　③ その他（共済費、報酬、賃金など） 11,330 12,686

（２）物件費 27,205 32,626

　　① 消耗品費 4,720 7,819

　　② 減価償却費（事業用資産分） 13,638 14,270

　　③ 維持補修費 5,343 5,943

　　④ その他（修繕以外の需用費、役務費など） 3,504 4,594

（３）経費等 46,848 47,830

　　① 委託費 24,171 22,612

　　② 公債費（利子分） 7,647 7,647

　　③ その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 15,030 17,571

２．移転支出 124,251 121,796

（１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 13,492 10,493

（２）社会保障給付費 103,157 103,157

（３）その他（繰出金、公課費など） 7,602 8,146

　経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など） 43,233 51,093

　純経常行政コスト

［経常費用（行政コスト）－経常収益］

　経常費用（行政コスト）

188,903 188,769



7 

（イ）行政コスト計算書からわかること 

 総額（単位:億円） 市民１人あたり（単位:万円）

単体 連結 単体 連結 

経常費用（行政コスト） ２，３２１ ２，３９９ ５５ ５７

経常収益 ４３２ ５１１ １０ １２

純経常行政コスト １，８８９ １，８８８ ４５ ４５

経常費用（行政コスト）は、単体が２，３２１億円、連結が２，３９９億円であり、

市民１人あたりではそれぞれ、５５万円、５７万円となっています。 

また、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経

常収益は、単体が４３２億円、連結が５１１億円であり、市民１人あたりではそれぞ

れ、１０万円、１２万円となっています。 

行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、単体が１，８８９億円、

連結が１，８８８億円であり、市民１人あたりでは単体、連結ともに４５万円となり、

市税や地方交付税などの一般財源や、国・県補助金などで補っています。 

（ウ）経年比較 

① 経常費用（行政コスト） 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ２,３２１億円 ２,２７９億円 ４２億円増

連結 ２,３９９億円 ２,３５９億円 ４０億円増

単体では、減要因として退職給付費用の減（▲１３億円）などがある一方で、

自立支援給付費などの扶助費及び国保・介護等特別会計における給付費等社会保

障関係費の増（２３億円）や補助金等移転支出の増（２９億円）などにより、合

計で４２億円の増加となりました。 

② 経常収益 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ４３２億円 ４３１億円 １億円増

連結 ５１１億円 ５１２億円 １億円減

単体では、減要因として競輪事業収入の減（▲４億円）などがある一方で、増

要因として企業団地による収入の増（２億円）、国保特別会計による収入の増（１

億円）や病院事業による医業収入等の増（１億円）などにより１億円の増加とな

りました。 

③ 純経常行政コスト 

平成 2６年度 平成 2５年度 増減

単体 １，８８９億円 １，８４８億円 ４１億円増

連結 １，８８８億円 １，８４７億円 ４１億円増

上記①、②の変動から、純経常行政コストが増加しました。
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（３）平成２６年度純資産変動計算書 

（ア）趣旨

純資産の一会計年度内の増減を明らかにするもので、どのような財源や要因で純資

産が増減したのかを把握することができます。 

変動要因の区分 

１ 財源の変動 行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。 

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。 

（２）財源の調達 調達した財源の種類。 

２ 資産形成充当 

財源の変動 

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にどの

程度使用したかを示す。 

（１）固定資産の 

変動 

当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去に取

得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。 

（２）長期金融資 

産の変動 

基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増

減。 

（３）評価・換算 

差額等の変動 

固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損と

の差額。 

３ その他の純資 

産の変動 

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。 

（単位：百万円） 

単体 連結

622,635 629,268

１．財源変動の部 6,295 6,819

　（１）財源の使途 241,827 242,282

　　　① 純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） 188,903 188,769

　　　② 固定資産形成（固定資産(有償取得分)） 26,162 26,644

　　　③ 長期金融資産形成（貸付金、基金積立金など） 4,228 4,335

　　　④ その他（減価償却費(ｲﾝﾌﾗ資産分)など） 22,534 22,534

　（２）財源の調達 248,122 249,101

　　　① 税収（地方税、地方譲与税など） 79,014 79,014

　　　② 補助金等移転収入（地方交付税、国・県支出金など） 78,524 78,628

　　　③ 分担金・負担金等 32,652 32,737

　　　④ その他（保険料、資産売却収入、減価償却費、 57,932 58,722

基金、貸付金等長期金融資産償還金(元金)など）

２．資産形成充当財源変動の部 -7,736 -7,978

　（１）固定資産の変動（固定資産形成－減価償却費） -5,485 -5,636

　（２）長期金融資産の変動 -273 -322

（長期金融資産形成－長期金融資産償還収入）

　（３）評価・換算差額等の変動 -1,978 -2,020

（有価証券、土地等再評価による減少分）

３．その他の純資産変動の部 -164,428 -164,432

　（１）その他の純資産の変動 -164,428 -164,432

　当期変動額 -165,869 -165,591

　期末純資産残高 456,766 463,677

　期首純資産残高
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（イ）純資産変動計算書からわかること

純資産は、平成２６年度期間中に、単体で１，６５９億円、連結で１，６５６億円

減少し、期末純資産残高は、単体で４，５６８億円、連結で４，６３７億円となって

います。 

（ウ）経年比較 

① 財源変動の部 

平成２６年度 平成２５年度

単体 ６３億円 １０５億円

連結 ６８億円 １０９億円

単体では、純経常行政コストや固定資産形成の増などがある一方、税収の増や長

期金融資産形成の減により財源変動として６３億円が増となりました。 

② 資産形成充当財源変動の部 

平成２６年度 平成２５年度

単体 ▲７８億円 ２３億円

連結 ▲８０億円 ２２億円

単体では、長期金融資産の減や土地等評価替等による減少分などにより、資産形

成充当財源変動として７８億円が減となりました。 

③ その他の純資産変動の部 

平成２６年度 平成２５年度

単体 ▲１，６４４億円 ▲１３億円

連結 ▲１，６４４億円 ▲１４億円

  単体では、公営企業会計基準の見直しにより純資産から負債への振替による減（１，

６３７億円減）などにより、１，６４４億円の減となりました。 

④ 当期変動額（①＋②＋③） 

平成 2６年度 平成 2５年度

単体 ▲１，６５９億円 １１５億円

連結 ▲１，６５６億円 １１７億円

上記①、②、③の要因から純資産が減少しました。 
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（４）平成２６年度資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

（ア）趣旨 

資金（歳計外現金を含む）の一会計年度内の増減を示すものです。どのような活動

に資金を必要としたのかを表しています。 

収支の区分 

１ 経常的収支 行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出されるもの。

２ 資本的収支 学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など。

３ 財務的収支 地方債、借入金などの収入、支出など。 

（単位：百万円）

単体 連結

15,194 17,781

１．経常的収支 39,757 40,432

　（１）経常的支出（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など） 212,666 220,117

　（２）経常的収入(税収入、地方交付税、国県支出金、使用料・手数料など) 252,423 260,549

２．資本的収支 -24,161 -23,357

　（１）資本的支出（工事請負費、公有財産購入費、貸付金など） 29,545 28,898

　（２）資本的収入（資産売却収入、貸付金元利収入など） 5,384 5,541

基礎的財政収支（１＋２） 15,596 17,075

３．財務的収支 -15,838 -16,813

　（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 44,495 45,731

　（２）財務的収入（公債発行収入など） 28,657 28,918

　当期資金収支額 -242 262

　期末資金残高 14,952 18,043

　期首資金残高

（イ）資金収支計算書からわかること 

①経常的収支について 

経常的収支は、行政サービスを行うなかで毎年度継続的に収入、支出されるもの

の収支であり、この経常的収支の黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化してい

ると考えられるため、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 

経常的収入は、税収や地方交付税、国県支出金などでありますが、一方で、経常

的支出は、人件費や扶助費、補助金等の移転支出などであり、資本的支出である工

事請負費や公有財産購入費、また、財務的支出である公債費などは含まれておりま

せん。このため、経常的収入が経常的支出を上回り、一般的には黒字となります。 

本市の平成２６年度の経常的収支は、単体で３９８億円の黒字、連結で４０５億

円の黒字となっています。 

②資本的収支について 

資本的収支は、学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など

でありますが、資本的支出の財源は、その多くが税収入などの経常的収入や公債の

発行などの財務的収入で賄われております。このため、資本的支出が資本的収入を

上回り、一般的には赤字となります。 
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本市の平成２６年度の資本的収支は、単体で２４２億円の赤字、連結で２３４億

円の赤字となっています。 

③基礎的財政収支について（①＋②） 

プライマリーバランスとも言われる、借入や償還を除いた資金の収支で、行政サ

ービスに必要な資金を借金以外でどれだけ賄えているかを示す指標になります。 

本市の平成２６年度の基礎的財政収支は、単体で１５６億円の黒字、連結で１７

１億円の黒字となっています。

④財務的収支について 

地方債や借入金などの収入、支出などである財務的収支は、公債元金と利子の償

還額の合計額が公債発行収入を上回っているため、単体で１５８億円の赤字、連結

で１６８億円の赤字となっています。

（ウ）経年比較 

① 経常的収支 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ３９８億円 ４３０億円 ３２億円減

連結 ４０５億円 ４３８億円 ３３億円減

単体での経常的支出については、人件費、補助金、各種扶助費及び国保・介護

等特別会計における給付費等社会保障関係費の増などにより５２億円増加しまし

た。経常的収入については、景気が回復基調になったことに伴う市税収入の増な

どで２０億円増加しました。差引である経常的収支は、３２億円減少しました。 

② 資本的収支 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ▲２４２億円 ▲２６１億円 １９億円増

連結 ▲２３４億円 ▲２５０億円 １６億円増

単体での資本的支出については、工事請負費の増などにより７億円増加し、資

本的収入については、基金繰入金の増などにより２７億円増加しました。差引で

ある資本的収支は、１９億円増加しました。 

③ 基礎的財政収支（①＋②） 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 １５６億円 １６９億円 １３億円減

連結 １７１億円 １８８億円 １７億円減

上記①、②から、基礎的財政収支の黒字が減少しました。 

④ 財務的収支 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ▲１５８億円 ▲１５８億円 なし

連結 ▲１６８億円 ▲１７５億円 ７億円増

単体での財務的支出については、公債費支出の増などから８億円増加し、財務

的収入については、地方債発行の増により７億円増加しました。差引である財務

的収支は、前年度とほぼ同程度となりました。 

連結では、単体の要因に加えて、土地開発公社の借入金償還の減（４億円）な

ど財務的支出が減少したことにより、差引は７億円増加しました。 
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４．財務諸表からわかる主な指標 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

 社会資本の整備結果を示す事業用及びインフラ資産の合計額のうち、純資産に

よる整備の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ること

ができます。 

純 資 産 
＝

社会資本形成

の世代間比率事業用資産＋インフラ資産 

社会資本の約４５％を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負

担比率は約５５％となっています。 

なお、公営企業会計基準の見直しによる純資産から負債への振替があったこと

により、前年度と比較し比率が大きく減少しています。 

平成 2６年度 平成 2５年度 増減

単体 ４５．６％ ５９．２％ １３．６ﾎﾟｲﾝﾄ減

連結 ４５．４％ ５８．７％ １３．３ﾎﾟｲﾝﾄ減

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

 総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析に

おいて、財務の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するもの

です。 

純 資 産 
＝ 純資産比率 

総 資 産 

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。  

なお、公営企業会計基準の見直しによる純資産から負債への振替があったこと

により、前年度と比較し比率が大きく減少しています。 

平成２６年度 平成２５年度 増減

単体 ４３．０％ ５５．９％ １２．９ﾎﾟｲﾝﾄ減

連結 ４２．９％ ５５．５％ １２．６ﾎﾟｲﾝﾄ減


